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20 24年10月8日、オーストラリア会計基準審議会（AASB）は「オーストラリア
サステナビリティ開示基準」（ASRS）を公表しました。当該基準はAASB S1
号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項（General 
Requirements for Disclosure of Sustainability-related Financial 
Information）」およびA ASB S2号「気候関連開示（Climate - related 
Disclosures）」から構成されており、このうちAASB S2号が2025年1月以降開
始事業年度より段階的に強制適用されます。 
本稿では、ASRSの制度背景、基準の概要および実務上の対応のポイントについ
て日本における制度との比較を交えて解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。 

  POINT 1

日本企業を含むオーストラリアにおける財務諸表提出会社は、2025年度以降、
会社規模または排出量の大きな会社から順次、気候関連開示および第三者保
証が義務化される。 

  POINT 2

ASRSは日本におけるサステナビリティ開示基準と同じくIFRS S1号, S2号を基
に作成されているが、一部規定の削除、オーストラリア独自の規定が追加され
ていることから、日本基準と一定の差異がある。 

  POINT 3

日本の親会社における今後のサステナビリティ開示の強制適用を見据え、オー
ストラリアにおけるASRSの導入準備において早期の段階から親会社と緊密に
連携することが重要。 
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Ⅰ

オーストラリア気候関連開示制
度の概要

1. オーストラリアにおける基準制定の 

背景

近年、企業におけるサステナビリティ情
報の開示に係る期待が高まるなか、各国
で開示制度の整備が進められています。
2023年6月に国際サステナビリティ基準審
議会（ ISSB）によりサステナビリティ開示
基準（ IFRS S1号およびS2号）が公表され
ましたが、オーストラリアにおいても2 0 2 5

年 9月にオーストラリア会社法の改正案
が上院にて承認されるとともに同1 0月に
ASRSの最終版が公表されました。なお、
本最終版のASRSにおいては、AASB S2

号「気候関連開示」のみが強制適用とさ
れました。よって、オーストラリアにおける
サステナビリティ・レポートは、現状では
気候関連開示を意味します。一方、日本の
サステナビリティ基準委員会（SSBJ）から
2025年3月に公表されたサステナビリティ
開示基準（SSBJ基準）には気候変動以外
のテーマが含まれる点が異なります。

2. オーストラリアにおける従来のGHG

排出量報告制度

オーストラリア政府は現在、温室効果ガ
ス（GHG）排出量の削減目標として2 0 0 5

年の水準から2030年までに4 3%の削減、
2 0 5 0年までにネットゼロの達成を掲げて
おり、そのための施策として従来National 

Greenhouse and Energy Reporting Scheme

（NGERs）およびSafeguard Mechanism

（SGM）により登録企業に対してGHG排出
量等の報告を求めてきました。NGERsは、
基準値を超えるGHGを排出する企業グ
ループに対して、GHG排出量、エネルギー
生産・消費量の報告（農業、土地利用変
化および林業による排出量を除く）を求め
る制度です。一方、SGMは鉱業、石油・ガ
ス生産、製造、輸送、廃棄物処理に係る
施設のうち基準値を超えるGHGを排出す
るものについてGHG排出量、エネルギー生
産・消費量の報告、目標値までの削減を求
める制度です。

ASRSではこのようなオーストラリアに
おける従来の報告制度を踏まえ、対象企
業に対して適用に係る負荷が過大になら
ないよう要求事項において一定の配慮が
なされています。

3. ASRSの対象スコープ

ASRSは従来オーストラリア会社法に
基づきオーストラリア証券投資委員会
（ASIC）に対し財務諸表の提出が求めら
れている会社が対象とされており、適用
後は従来の財務諸表と同時にサステナビ
リティ・レポートの提出が求められます。
オーストラリアでは原則として子会社を含
めた連結財務諸表の提出が義務付けられ
ており、サステナビリティ・レポートについ
ても当該連結財務諸表の提出会社が子会
社等を含めたグループとしての開示が求
められます。これは外国資本企業も例外
ではなく、日本に親会社を有するオースト
ラリア法人も要件に該当する場合には提
出が義務付けられることになります。

4. ASRS適用のタイムライン

ASRSは、会社規模等の要件に基づき
2025年1月1日以降開始事業年度より3つ
のグループに分けて段階的に適用されま
す。たとえば、12月決算または3月決算会
社の場合、グループ1は2025年12月期また
は2026年3月期、グループ2は2027年12月
期または2028年3月期、グループ3は2028

図表1 ASRSの適用スコープ

オーストラリア会社法(注1)に基づく財務諸表の提出者

下記の3要件のうち２つを満たす会社 NGERs(注2)

報告主体
資産管理者(注3)

連結総売上高 連結総資産 従業員数

グループ1 
（2025年1月以降開始事業年度より適用開始） 5億豪ドル以上 10億豪ドル以上 500名超

GHG排出量が公表基
準を超えるNGERs報

告会社
-

グループ2 
（2026年7月以降開始事業年度より適用開始） 2億豪ドル以上 5億豪ドル以上 250名超 その他のNGERs報告

会社

50億豪ドル以上の資
産価値もしくはグルー
プ2の要件を満たす者
（左記参照）

グループ3 
（2027年7月以降開始事業年度より適用開始） 5千万豪ドル以上 2千5百万豪ドル以上 100名超 N/A

グループ3の要件を 
満たす者（左記参

照）

（注 1）Corporataions Act 2001 Chapter 2M 

（注 2）National Greenhouse and Energy Reporting  Scheme 

（注 3）オーストラリア会社法におけるRegistered Schemes、Registrable Superannuation entities、および Retail Corporate Collective Investment Vehicles
出所：KPMGジャパン作成
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年12月期または2029年3月期から適用と
なります。会社規模は連結総売上高、連
結総資産、従業員数のうち2つが各グルー
プの基準値を満たすか否かによって判定
されます。ファンド等の資産管理者につ
いては資産価値による別の判定基準が設
けられています。加えて、前述のNGERs

における報告企業は会社規模に関わらず
グループ1またはグループ 2に区分されま
す。初年度においては、移行措置として、ス
コープ 3 GHG排出量および比較情報の開
示については免除されます（図表1参照）。

5. オーストラリアにおけるサステナ 

ビリティ・レポートの第三者保証

ASRSの公表に続き、2025年1月、監
査・保証基準審議会（AUASB）からオー
ストラリア サステナビリティ保証基準、
ASSA 5 0 0 0「General Requirements for 

Sustainability Assurance Engagements（サ
ステナビリティ保証業務における一般的
な要求事項）」およびASSA 5010「Timeline 

for Audits and Reviews of Information 

in Susta inabi l i t y Repor ts under the 

Corporations Act 20 01（オーストラリア会

社法に基づくサステナビリティ・レポート
における情報に係る監査・レビューのタイ
ムライン）」が公表されました。当該保証
基準により、ASRSの開示項目のうち、ガバ
ナンスならびに気候変動に係るリスクおよ
び機会については初年度より第三者保証
（限定的保証）の対象となり、その後保証
対象および手続は順次段階的に拡大され
ます（図表2参照）。
なお、オーストラリアにおけるサステナビ
リティ・レポートの保証人は従来の財務諸
表監査と同じ監査人（監査法人）とされて
いますが、保証報告書の署名者について

図表2 ASRSの適用および第三者保証のタイムライン （12月決算または3月決算会社を前提）

初年度 二年度 三年度 四年度 五年度以降

適用 
グループ グループ1

2025年12月期
2026年3月期

2026年12月期
2027年3月期

2027年12月期
2028年3月期

2028年12月期
2029年3月期

2029年12月期
2030年3月期

コンテンツ

ガバナンス 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

気候関連リスクおよび機会 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

気候レジリエンスおよびシナリオ分析 開示（N） 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

移行計画 開示（N） 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

リスク管理 開示（N） 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

スコープ1・2 GHG排出量 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

スコープ3 GHG排出量       開示不要 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

気候関連の指標および目標 開示（N） 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

初年度 二年度 三年度 四年度以降

適用 
グループ

グループ2
2027年12月期
2028年3月期

2028年12月期
2029年3月期

2029年12月期
2030年3月期

2030年12月期
2031年3月期

グループ3
2028年12月期
2029年3月期

2029年12月期
2030年3月期

2030年12月期
2031年3月期

2031年12月期
2032年3月期

コンテンツ

ガバナンス 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

気候関連リスクおよび機会 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

気候レジリエンスおよびシナリオ分析 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

移行計画 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

リスク管理 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

スコープ1・2 GHG排出量 開示（L） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

スコープ3 GHG排出量       開示不要 開示（L） 開示（L） 開示（R）

気候関連の指標および目標 開示（N） 開示（L） 開示（L） 開示（R）

（ ）内は第三者保証の要否および分類：（L）限定的保証、（R）合理的保証、（N）保証不要
出所：KPMGジャパン作成

©2025 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



To
p

ic

海
外

KPMG Insight Vol.73    4

は必ずしも同一である必要はないと考え
られます。

6. 日本における親会社との整合性

この点、日本におけるサステナビリティ
開示においては、現在、2027年3月期より
時価総額 3兆円以上の東証プライム上場
企業から適用を開始する案が基本線とし
て示されています。また、第三者保証につ
いてはSSBJ基準の適用義務化の翌年か
ら義務付ける案が示されています。オース
トラリア法人がASRSのグループ1に該当
する場合、親会社より少なくとも1年先行
して開示および保証が必要となります。ま
た、グループ2、3に該当する場合でも日本
の親会社の適用タイミングによってはオー
ストラリア法人が親会社より先行して開示
および第三者保証が必要となります。
そのため、日本においてSSBJ基準が適

用される際にオーストラリアの先行開示内
容とグループ全体の開示に不整合が生じ
ないよう、オーストラリア法人における準
備段階から、親会社のサステナビリティ・
チームと緊密に連携することが重要となり
ます。

Ⅱ

ASRSの基準概要

1. ASRSの前提

ASRSは、IFRS S1号およびS2号を基に
策定され、ガバナンス、戦略、リスク管理、
指標および目標の4つのコアコンテンツか
ら構成されています。多くの内容はIFRS 

S1号およびS2号と整合するものですが、
NGERs等の従来の報告制度を前提として
実務への配慮を踏まえ一部規定の削除・
変更、およびオーストラリア独自の規定が
追加されています。

2. ASRSにおけるコアコンテンツの概要
とSSBJ基準との主な差異

➀「ガバナンス」では、気候関連リスク
および機会の監督に責任を負う組織や個
人を特定し、当該リスクおよび機会に係る
情報をどのようにどれくらいの頻度で報告
を受けているか、目標の決定、戦略やリス
ク管理の方針の監督に当たりどのように
気候関連事項を考慮しているか等につい
て開示することが求められます。

➁「戦略」では、企業にとって重要な
気候関連リスク（移行リスク、物理的リス
ク）および機会を特定し、ビジネスモデル
およびバリューチェーン、戦略および意思
決定、財政状態・業績およびキャッシュフ
ローに対する影響を開示することが求め
られます。また、シナリオ分析により将来
の気候変動シナリオに応じてどのような
影響が生じるか評価し、企業が気候関連
リスクおよび機会に係る不確実性に対し
てどの程度の耐性（気候レジリエンス）が
あるのか開示する必要があります。ASRS

では少なくともパリ協定目標である低水
準の地球温暖化シナリオ（1.5℃上昇）お
よび高水準の温暖化シナリオ（2.5℃以上
の上昇）の2つのシナリオを盛り込むこと
が求められます。SSBJ基準ではこのよう
な要求事項は規定されていないことから
親会社との間で分析および開示方針の調
整が求められます。ASRSにおいてシナリ
オ分析の詳細な内容は明記されていませ
んが、適用後数年間、必要なスキルやリ
ソースが整っていない場合には、まずは定
性情報等比較的簡易なアプローチを用い
ることも許容される可能性があります。そ
の後、開示実務の習熟に伴い定量情報等
高度な分析を実施することが推奨されて
います。この点、各企業の個別の状況に応
じた分析手法の適切性について検討し文
書化する必要があります。

➂「リスク管理」では、上述したガバナ
ンス体制を前提に気候関連のリスクおよ
び機会を識別、評価（優先順位付け）およ
び管理（モニタリング）するプロセスを開
示します。

➃「指標および目標」では、GHG排出
量（スコープ１、２および３）、気候関連リ
スク（移行リスク、物理的リスク）の影響
を受けやすい資産または事業の金額また
はパーセンテージ、気候関連の機会と整
合した資産または事業活動の金額および
パーセンテージ、資本配分、内部炭素価
格、役員報酬への反映の7項目の産業横
断的指標およびその算出前提、気候関連
目標の開示が求められます。GHG排出量
の計算にあたっては、原則として国際的な
算定基準であるGreenhouse Gas Protocol 

（GHGプロトコル）に基づくことが求めら
れますが、GHGプロトコルのほかに管轄
当局または上場市場から別の手法（NGER

ｓ等）による算定が求められる場合には
当該算定方法によることも認められてい
ます。また、ASRSではIFRS S2号おける、
産業別の情報について参照・考慮すべきと
する規定は削除されており要求事項には
含まれていません。この点はSSBJ基準と
の相違点です。

Ⅲ

ASRSの適用の実務上の 
ポイント

➀ 適用上の前提
オーストラリアにおける一部の日本企業
は、親会社においてグループレベルのサス
テナビリティ情報を任意に開示しており、
ASRSで求められる開示項目に関連したグ
ループ方針や分析ツール・プロセスをすで
に一定程度整備している場合があります。
親会社が今後適用するサステナビリティ・
レポートとの整合性、オーストラリア法人
における準備の効率性の観点から、可能
な限り親会社の方針や計画、ツール等を
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子会社にタイムリーに共有することが有用
です。

➁  各コア・コンテンツにおける適用上
のポイント
（1）「ガバナンス」に関して、日本の親
会社を含む上場企業や大規模企業におい
てはサステナビリティ委員会やサステナビ
リティ事業部等個別の組織を設置してい
る事例もありますが、一般的に親会社よ
りリソースが限られるオーストラリア法人
においては本社の取締役会や経営会議を
中心としたコンパクトなガバナンス体制を
敷いており、現状は「その他」の議題の１
つとして気候関連事項を取り扱っている場
合が多いと考えます。親会社の方針、オー
ストラリアの事業規模や気候関連リスクお
よび機会の影響の大きさ等を考慮し状況
に即した実質的なガバナンス体制の構築
が重要となります。この点、ASRSは一義
的にはガバナンス体制の強化自体を目的
としておらず、オーストラリア法人の実務負
担を考慮すると既存のガバナンス体制を
前提に気候関連事項に係る権限と責任を
付与、または明確化することで負担を抑え
るアプローチが考えられますが、一方で、
グループの観点からもガバナンスの充分性
を改めて確認することが重要になると考え
ます。

（ 2）「戦略」においては、重要な気候
関連リスクおよび機会の識別を行うとと
もに、シナリオ分析の実施が必要となりま
す。この点、親会社においてグローバルに
リスクおよび機会を識別している場合に
は、これらをレビューしオーストラリアの
ビジネス環境や地形上の特徴等を加味し
アップデートする必要があるか否かを検討
します。また、気候関連の戦略策定につい
て、親会社がすでにグループレベルの脱
炭素計画やGHG排出量の削減目標を定め
ている場合、各国、各会社レベルにブレイ
クダウンし実現可能性の検討を経てオー
ストラリアグループの戦略を決定すること

が必要となります。

（3）「リスク管理」についてもガバナン
スと同様に、オーストラリア法人では気候
関連事項を含めてリスクマネジメントプロ
セスが必ずしも十分に文書化がされてい
ない場合があります。既存の方針やプロ
セス、それらの文書化の度合いをレビュー
した上で、必要なアップデートを行い、実
質的なリスクマネジメントプロセスを確保
することが重要です。

（4）「指標および目標」においては、ま
ずはGHG排出量のスコープ1、2および3を
分類するためにレポーティング・グループ
とサプライチェーンを区分する組織バウン
ダリーを評価する必要があります。当該評
価にあたっては、GHGプロトコルに3つの
アプローチ（経営支配力アプローチ、財務
支配力アプローチ、持分割合アプローチ）
が定められていますが、親会社が採用し
ているアプローチを確認し整合性を考慮
した上でどのアプローチを採用するかオー
ストラリアグループとしての方針を決定す
る必要があります。組織バウンダリーに
おけるアプローチ決定の具体的な事例と
して、オーストラリアの資源・エネルギー開
発プロジェクトのスキームに多くみられる
Unincorporated Joint Venture（JV）があげ
られます。当該JVは、経営支配力アプロー
チと財務支配力アプローチのいずれを採
用するかでスコープ1および3の分類が変
わる可能性があり、初年度開示の有無に
影響することから慎重な検討が必要とな
ります。

（5）なお、JVについては、第三者の事業
者がオペレーターである場合に、GHG排
出量をはじめとして、気候関連リスクおよ
び機会や脱炭素計画等の情報について定
期的かつタイムリーにアップデートされる
プロセスを構築することが重要となりま
す。この点、オペレーターとの決算期の差
異、それに伴う適用タイムラインや進捗度

の違い等から協議・調整にかかる時間が
相対的に長くなることが想定されるため、
十分な時間をとって対応を開始すること
が重要と考えられます。

（6）ASRSの適用は、IFRS S1号および
S2号ベースの開示の第1陣として先行事例
に乏しいなかでの対応を迫られます。今
後想定される各種ガイダンスや開示例等
の公表を注視し、利害関係者と適宜調
整しながら進めていくことが重要と考え 

ます。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG オーストラリア
名波 泰隆／マネジャー

 ynanami1@kpmg.com.au

関連情報

KPMGオーストラリアコンテンツ

ウェブサイトでは、KPKMGオーストラリア主催のセ
ミナーやオーストラリアの最新動向に関するニュー
スレターなどを紹介しています。

https://kpmg.com/jp/ja/home/services/
global-support/australia.html
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